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序     文 
 

日本国政府は、パナマ共和国政府からの地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）の要

請に基づき、2011年4月から5年間の予定で「資源の持続的利用に向けたマグロ類2種の産卵生態と

初期生活史に関する基礎研究」を実施しています。 

本プロジェクトによる協力期間の中盤にあたり、事業の進捗状況を把握するとともに、プロジェ

クト後半の運営において日本側及びパナマ共和国側がとるべき措置を提言することを目的として、

当機構は2013年11月10日から同年11月29日にかけて、当機構国際協力専門員の杉山俊士を団長とす

る中間レビュー調査団を派遣しました。本報告書は、同調査団の調査及び協議結果を取りまとめ

たものであり、本プロジェクト実施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものでありま

す。 

最後に、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 

平成26年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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中間レビュー調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：パナマ共和国 案件名：資源の持続的利用に向けたマグロ類2種の産卵生態と

初期生活史に関する基礎研究 

分野：農林水産-水産-水産 援助形態：技術協力プロジェクト－科学技術 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：4億42万4,000円 

協力期間 2011年4月1日～ 

2016年3月31日 

先方関係機関：パナマ水産資源庁（ARAP）、 

 全米熱帯まぐろ類委員会（IATTC）アチョチネス研究所 

日本側協力機関：近畿大学 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

パナマ共和国（以下、「パナマ」と記す）にとって、マグロ漁は重要な産業であり、漁獲され

た魚は加工され、北米やヨーロッパ諸国に輸出され、貴重な外貨収入源となっている。しかし

近年、マグロ資源は減少傾向にあり、過剰な漁獲圧力がその主因とされている。マグロは、高

度回遊性の魚種であり、太平洋に広く分布するため、多くの沿岸国がこの資源を利用している。

キハダと太平洋クロマグロは、マグロ産業における主要対象魚種であり、パナマは、キハダの

主要漁獲国である。パナマにおけるマグロ類の漁獲高は、中南米諸国のなかで第3位にある。ま

たパナマは、他国漁船が漁獲したマグロ類を持ち込み、水揚げする重要な国となっている（転

載地）。 

マグロ資源の科学研究面では、全米熱帯まぐろ類委員会（IATTC）が研究施設であるアチョチ

ネス研究所を設置することを決め、その場所をパナマが提供した。マグロ類地域漁業管理機関に

おいて、唯一、キハダ親魚が飼育され、産卵が観察される研究所である。このアチョチネス研究

所では、パナマ水産資源庁（ARAP）と密接に協働しつつ各種研究活動が実施されている。 

上記のような背景の下、パナマ政府は、本科学技術協力「資源の持続的利用に向けたマグロ

類2種の産卵生態と初期生活史に関する基礎研究 」の実施をわが国政府に要請した。この要請

を受けて、2011年4月から5年間のプロジェクトが開始された。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

パナマ海域及びIATTC管轄海域（東部太平洋）におけるマグロ類2種（キハダ及び太平洋

クロマグロ）の科学的知見に立脚した質的規制による資源管理が実施される。 

 

 （2）プロジェクト目標 

マグロ類2種資源の持続的利用に必要となる科学的知見（産卵生態及び初期生活史）が明

らかになり、その知見が蓄積・統合される。 

 

 （3）アウトプット 

1）キハダと太平洋クロマグロに係る産卵の特徴が解明される。 
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2）ミトコンドリアDループ領域を利用したキハダの母系検出・解析方法が開発される。

3）キハダと太平洋クロマグロの初期生活史における生残に与える決定的要因が特定され

る。 

4）キハダの初期生活における生残率の向上に寄与する種苗生産技術が開発される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣：1名（業務調整）、短期専門家派遣：18名、本邦研修：13名、機材供与：

パナマ向け 約9,300万円、日本の研究機関向け 約2,500万円、ローカルコスト負担：約

2,600万円 

カウンターパート機関側： 

カウンターパート配置：19名（中間レビュー時）、機材調達：約580万円、ローカルコス

ト負担：約7,500万円、施設提供（事務スペース及び試験施設・機器の提供） 

２．評価調査団の概要 

調 査 者 団  長： 杉山俊士 JICA 国際協力専門員 

協力企画： 久保 優 JICA 農村開発部 畑作地帯課 

科学技術計画・評価：国分牧衛 国立大学法人東北大学大学院 農学研究科 教授、

独立行政法人科学技術振興機構（JST）研究主幹 

科学技術計画・評価：井上千尋 JST 地球規模課題国際協力室 主任調査員 

評価分析： 道順 勲 中央開発株式会社 海外事業部 

調査期間 2013年11月10日～2013年11月29日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

アウトプット1：キハダと太平洋クロマグロに係る産卵の特徴が解明される。 

実績：キハダ親魚の最適栄養条件の解明については、キハダ親魚には高度不飽和脂肪酸（HUFA）

を含む餌を利用する必要性があることが示唆された。キハダ親魚の産卵に関する最適環境条

件の解明では、飼育下のキハダの産卵可能な水温が24ºC以上であることが明らかになった。

キハダの卵質を決定する生化学的評価方法の開発は、キハダ親魚の産卵再開後にされる予定

である。 

 

アウトプット2：ミトコンドリアD ループ領域を利用したキハダの母系検出・解析方法が開発

される。 

実績：ミトコンドリアDループ領域の多型を検出するプライマーが特定された。キハダ母系の

特定については、遺伝的多様性が大きいものの、優占的集団は見つからなかった。今後、こ

れら結果を検証するため、他の分析手法も用いた分析が予定されている。 

 

アウトプット3：キハダと太平洋クロマグロの初期生活史における生残に与える決定的要因が特

定される。 

実績：キハダ胚の顕微形態観察及び組織学的観察が終了し、解析が進められている。形態形成、
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ふ化率、正常仔（し）魚率及び日間斃（へい）死尾数への影響調査が実施され、太平洋クロマグ

ロの知見との比較が進められている。太平洋クロマグロ仔魚の外部・内部形態の発育の研究

は完了している。キハダについては、外部形態の試料収集が完了している。キハダと太平洋

クロマグロ仔魚の視覚特性として、いずれも摂餌開始時に1種類の同じオプシン遺伝子を比較

的多く発現するという類似性が確認された。キハダ仔魚が共食いを引き起こす要因は、魚体

サイズの大小差と摂餌不足であることが示唆され、太平洋クロマグロと類似性があることが

確認された。初期発育期の餌料として、ワムシの栄養強化はキハダでも有効であることが示

された。 

 

アウトプット4：キハダの初期生活における生残率の向上に寄与する種苗生産技術が開発され

る。 

実績：キハダについては、肝臓から抽出したデオキシリボ核酸（DNA）を用いて大腸菌人工染

色体（BAC）クローンが作製された。キハダ親魚の健康に大きな害がある寄生虫感染症がな

いことが明らかになった。キハダの捕獲方法及び輸送方法の改善を目的に、輸送中の背筋の

体温変化が調査された結果、捕獲後数時間、ストレスが継続していることが示唆された。海

面生簀（いけす）での飼育と内臓あるいは内部器官の発育についての研究については、キハダ

親魚の産卵開始後に実施予定である。 

 

プロジェクト目標：マグロ類2種資源の持続的利用に必要となる科学的知見（産卵生態及び初期

生活史）が明らかになり、その知見が蓄積・統合される。 

実績：研究成果が統合された形で編集され、3種類の手段（論文発表、ウェブサイト、地域セミ

ナー/ワークショップ）で普及されることが期待される。また、研究成果が、プロジェクト終

了前に実施される地域セミナーや国際セミナーで発表されることも期待される。さらに、プ

ロジェクト終了後、生態情報が1冊の本に取りまとめられることも期待される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い 

パナマを含む中米諸国では、マグロ漁は重要な産業であり、外貨獲得源の一つでもある。

しかし、太平洋におけるマグロ漁獲量は減少傾向にあり、早急な保全・管理対策実施が求

められており、マグロ類の資源管理改善のニーズとの整合性がある。パナマの水産関連政

策では、海洋資源の持続的管理や養殖技術開発を基本方針とし、キハダについては、養殖

開発ポテンシャルの高い魚種として研究を進めることとしており、本プロジェクトの協力

内容は、パナマ政策と合致している。JICA事業展開計画における対パナマ援助重点分野の

一つは環境保全であり、これには自然環境並びに生物資源の保全が含まれており、このプ

ロジェクトは、当該重点分野に位置づけられる近畿大学は、クロマグロの完全養殖を世界

で初めて成功させた大学であり、40年以上にわたって蓄積した知識や技術を有している。

したがって、クロマグロとキハダの比較研究を効率的に実施できる大きな優位性をもって

いる。アチョチネス研究所は、ほぼ年間を通じて産卵するキハダ親魚水槽をもっている。

他の類似施設では、年数週間の産卵期間しかないことと比較すると、キハダの産卵生態や
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初期生活史を研究するうえで同研究所は最適な環境をもっている。 

 

 （2）有効性：高い 

プロジェクト目標は、プロジェクト終了時までに効果的に発現することが期待される。

プロジェクト活動は、おおむね良好な進捗をみせ、数多くの研究論文が発表あるいはその

準備が進められていることが示すように、研究成果が着実に出ている。しかしながら、ア

チョチネス研究所のキハダの産卵停止が長引いている点が課題であり、計画された研究活

動を適期に実施することの大きな妨げになる可能性があり、プロジェクト目標の達成水準

にマイナスの影響を与えかねない。 

 

 （3）効率性：やや高い 

1）日本側投入 

・ 近畿大学研究者派遣は、その人数、専門性、研究能力において適切である。ただし、

プロジェクト開始初期には、一回の派遣において多数の研究者が同研究所を訪れた

ため、研究に使用する施設や機器の調整が困難となる事例があった（現在は解決し

ている）。 

・ 供与機材は適切であり、有効に使用されている。生簀の調達・輸送は、約1年遅れて

いる。 

・ 本邦研修は、カウンターパートの能力強化に有効であったが、一部、研修目的や試

験手法の説明並びにカウンターパートへの指導が十分ではなかった事例があった。

2）ARAP側投入 

・ 現在配置されているカウンターパートは、11名で適切な人数と考えられる。 

・ ARAPは、プロジェクト活動経費支出に努力しているものの、コミットした金額に

は届いていない。 

3）IATTC側投入 

・ IATTCは、コミットした活動経費を負担している。 

・ IATTC側の人的投入は、適切であると考えられる。 

・ IATTC本部（米国）の研究者3名がアチョチネス研究所を訪問し研究活動を実施する

時期と日本人研究者が活動を実施する時期が重なるので、施設・機器利用面で調整

が必要になる。 

 

 （4）インパクト：評価をするには時期尚早 

1）上位目標（「パナマ海域及びIATTC 管轄海域（東部太平洋）におけるマグロ類2種（キ

ハダ及び太平洋クロマグロ）の科学的知見に立脚した質的規制による資源管理が実施

される。」）達成の見通し 

本プロジェクトの研究成果は、キハダ及び太平洋クロマグロの個体群構造のより良い

理解に寄与することが可能であり、また、マグロ資源の変動に影響する主要な要因を特

定することにも寄与するものである。本プロジェクトの研究成果が、より良い資源管理

の科学的基礎を提供することが期待される。 
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2）その他のインパクト（将来発現するポテンシャルをもつ効果・インパクト） 

① 科学へのインパクト 

本プロジェクトの研究成果は、学術論文提出や国際会議・国内会議での発表を通じ

て、将来、マグロの資源管理と養殖分野における科学の進歩に貢献するであろうと考

えられる。 

② パナマにおける将来の養殖開発振興に対する貢献 

一般的に、本プロジェクトを通じて得られた知識や技術は、他海洋魚種の養殖にお

いて、高い適用性がある。現在プロジェクト活動に従事しているカウンターパートが、

将来、パナマの養殖開発振興に貢献することが期待される。 

 

 （5）持続性：高くなるものと予想される 

1）政策面 

プロジェクトの目的を達成することは、中長期的に、持続的な海洋資源管理と養殖開

発に寄与するものである。パナマ政府は、これらの分野を重要事項と認識している。し

たがって、本プロジェクトの政策面での持続性は確保されるであろうといえる。 

 

2）組織・技術面 

ARAP及びIATTCは、1985年からアチョチネス研究所で共同研究を実施してきており、

また、IATTCは、東部太平洋のマグロ類及びその他の海洋資源の保全と管理に責任をも

つ機関であり、マグロの生態や資源量評価にかかわる研究も行っている。したがって、

この共同研究体制は中長期的に継続する見込みが高い。技術面の持続性を確保するうえ

では、関連の技術・知識を身に付けつつあるカウンターパートが、それぞれの組織内で

継続的に勤務することが基本要件である。 

 

3）財政面 

ARAP、IATTC、JICAは、第1回合同調整委員会（JCC）会議の際に、本プロジェクト

に対する予算配分計画について合意した。資金面での合意を協調的に順守することが重

要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

特になし。 
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 （2）実施プロセスに関すること 

1）ARAPのカウンターパートの交替について 

プロジェクト開始時、ARAPはすべての研究分野にカウンターパートを配置するとい

う相当の努力を傾注したものの、6名のカウンターパートが辞職した。交替のカウンター

パートの迅速な配置が行われたものの、新しく配置されたカウンターパートの能力強化

を最初から始める必要があった。 

 

2）本プロジェクトに参画している研究者間のコミュニケーションについて 

日本人研究者とカウンターパート間のコミュニケーションが必ずしも円滑に行われて

いない事例がある。コミュニケーション不足はプロジェクト活動の効率的実施に影響を

与えていると思われる。 

 

3）アチョチネス研究所における研究活動の計画を十分前もって立てることについて 

アチョチネス研究所においては、研究施設や研究機器の利用調整を十分に行うために、

研究者が研究所を訪問する時期より十分前もって、研究計画を提出することが必要とさ

れている。また、ほとんどのARAP研究者にとっては、通常勤務する場所からアチョチ

ネス研究所に移動して研究活動を行うため、出張手続きが必要になる。出張申請・準備

手続きには、最低で30日間必要とされている。しかしながら、共同研究活動実施まで十

分な期間がなかった事例が多くあったと報告されている。 

 

4）産卵停止について 

アチョチネス研究所のキハダ親魚の産卵停止が長期化していることが、計画された研

究活動の実施に影響を与えている（2013年2月に産卵が停止し、中間レビュー調査実施時

の11月下旬時点も停止が継続している）。 

 

３－５ 結 論 

合同中間レビューチームは、プロジェクト活動の進捗がおおむね良好であることを確認した。

プロジェクト活動の結果、当初計画どおり、初期生活史、産卵生態、栄養に関する科学的知見・

情報が、産出されつつある。下表に5項目評価基準による評価結果要約を記載する。 

 

項目 評価 備 考 

妥当性 高い  

有効性 高い  

効率性 やや高い 
海上生簀設置の遅れを挽回する対応が必要。 

産卵停止状況への対応が必要。 

インパクト --- 
まだ評価するには時期尚早。 

将来発現が期待されるインパクトはある。 

持続性 高くなる見込み 
能力強化されたカウンターパートが組織内に残ること

が要件。 
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３－６ 提 言 

 ＜プロジェクト実施プロセスに関する提言＞ 

1）研究者間のコミュニケーションの改善 

3機関（近畿大学、ARAP、IATTC）から複数の研究者が参加しており、ほとんどの研

究者はアチョチネス研究所に短期間滞在して共同研究を実施している。現地での研究活

動時以外では、メールが主要なコミュニケーション手段となっており、各研究者のコミュ

ニケーションスキルや言葉の壁が円滑な意思伝達の阻害要因となっていることから、コ

ミュニケーションの改善に最大限努力すること。 

 

2）研究コーディネーター（Research Coordinator）の配置 

研究機関間の円滑な意思疎通を図るために、各研究機関に1名の研究コーディネーター

を配置すること。研究コーディネーターは、各所属研究機関内の研究活動の企画・立案

を促進し、他機関の研究コーディネーターと調整する。また、研究者間のコミュニケー

ションに停滞がみられる場合、ファシリテーターとしての役割を担う。 

 

3）研究者間の情報共有 

研究課題ごとに3グループに分かれて研究を実施しているが、他のグループが行ってい

る活動についての情報共有が不十分な場合がある。グループ内・グループ間での情報共

有を円滑化するために、インハウスセミナーやワークショップ等のイベントを開催する

こと。 

 

4）研究活動計画の共有 

ARAPの研究者は、アチョチネス研究所での活動を行うために庁内手続きを30日前に

開始する必要がある。また、生餌の準備等、研究活動によっては、十分な準備期間が必

要とされることから、アチョチネス研究所での研究活動に関する活動計画は早い段階で

関係者に共有すること。計画は文書化したうえで、関係者及び研究コーディネーターに

共有すること。 

 

5）日本での研究員受入時の研究活動の改善 

上記4）において提案された事前の計画立案及び詳細計画の文書化は、日本における研

究員受入れにおいても活用可能である。日本における研究員受入れでは、各研究員に対

する研究活動管理者を任命することにより、研究活動の質的向上を図る。 

 

＜プロジェクトマネジメントに関する提言＞ 

6）ARAPにおけるプロジェクト運営管理サポート要員の配置 

ARAP本庁においてプロジェクトの運営に係る各種申請・許認可手続きを支援するサ

ポート要員（連携調整官）を配置すること。 
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7）ARAP所属研究者の継続的な配置 

ARAP所属の研究者は、各配属先の国内研究施設からアチョチネス研究所に移動して

プロジェクト活動を実施している。当該研究者はプロジェクト活動実施において重要な

役割を担っていることから、プロジェクト期間後半においても継続的にカウンターパー

トを配置すること。 

 

8）プロジェクト活動の広報 

本プロジェクトの重要性をパナマ・日本両国内で広めるため、広報活動により一層取

り組むこと。また、マグロ類は地域共有資源であることから、本プロジェクトで蓄積さ

れる知見を国際セミナー等の機会を通じて広く共有することも重要である。 

 

9）プロジェクト運営費の負担 

プロジェクトの財務上の安定性を確保するため、JCCにおいて合意された各機関の経

費負担を、各機関が責任をもって順守すること。 

 

10）機材の保守 

本プロジェクトでは、多くの機材が投入されているが、今回の調査において一部機材

の紛失が確認された。このような事態が起こらないよう、プロジェクトで供与された機

材の運営・保守体制を強化すること。 

 

11）キハダ親魚の産卵停止に関する対応 

キハダ親魚の産卵停止により、関連する研究活動に遅れが生じている。2014年4月には

キハダの産卵に適した水温になることが予想されるが、2014年4月以降も産卵停止が続く

場合、プロジェクト活動の実施及び目標達成に影響を及ぼす可能性が高い。そのため、

2014年4月までに産卵活動が観察できない場合を想定して、産卵促進のための方策を検討

すること。 

 

12）生簀の導入とその管理体制 

生簀の導入に遅延が生じているが、その運用が開始される際には、ARAPから3～4名

程度の技術職員を配置し、維持管理や給餌等の日常的な業務を行うこと。 

 

３－７ 教 訓 

中間レビュー時点では、特になし。 
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Summary of Mid-term Review 
I.  Outline of the Project 

Country： Republic of Panama Project title： Comparative studies of the reproductive biology and 

early life history of two tuna species (yellowfin tuna and Pacific 

blue tuna) for the sustainable use of these resources 

Issue/Sector： Agriculture/ 
Forestry/ Fisheries 

Cooperation scheme： Technical Cooperation Projects (Science and 

Technology) 

Division in charge： Rural 

Development Dept. 
Total cost (estimated at completion of the Project)： 

400,424thousand JPY 

Period of 
Cooperation 

From April 1, 

2011 to March 

31, 2016 

Partner Country’s Implementing Organization：  

Aquatic Resources Authority of Panama (ARAP),  

InterAmerican Tropical Tuna Commission Achotines Laboratory 

(IATTC) 

Japanese Implementing Organization： Kinki University 

1 Background of the Project 
Tuna fishery is an important industry for the Republic of Panama (hereinafter referred to as 

“Panama”), which generates valuable foreign exchange earnings for the country. The production from 

the fishery is processed and exported to the North American and European countries. In recent years, 

tuna resources show a decreasing trend and the excessive fishing pressure is said to be a major cause of 

the problem. Tuna resources are highly migratory species distributing widely in the Pacific Ocean and 

because of this nature, these resources are exploited by a large number of coastal countries of the 

Ocean. Yellowfin tuna (hereinafter referred to as “YFT”) and Pacific bluefin tuna (hereinafter referred 

to as “PBF”) are major target species of the tuna fishing industry and Panama is one of the major 

producer countries of YFT. The volume of tuna and tuna-like species catch of Panama is the third 

largest among Latin American countries. Panama is also an important country where foreign fishing 

boats land and transfer their catch of tuna.  

In terms of scientific research on tuna resources, the Panama is the country where the 

Inter-American Tropical Tuna Commission (IATTC) decided to establish its research facility, the 

Achotines Laboratory. It is the only research station of regional fisheries bodies, where YFT 

broodstocks are kept and spawning is observed in captivity. At the Achotines Laboratory, various 

research activities are conducted in close collaboration with the Aquatic Resources Authority of 

Panama (hereinafter referred to as “ARAP”). 

Based on the background described above, the government of Panama made a request to the 

Government of Japan to carryout scientific technical cooperation on “Comparative studies of the 

reproductive biology and early life history of two tuna species (Yellowfin and Pacific Bluefin tuna) to 

ensure the sustainable use of these resources (herein after referred to as “the Project”)”. The Project 

was commenced in April 2011 as a 5 year project. 
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2 Project Overview 
(1) Overall Goal 

Resource management of two tuna species in Panamanian waters and IATTC jurisdiction area is 

strengthened. 

(2) Project Purpose 
  Scientific knowledge and information on the reproductive biology and early life history of two tuna 

species, which are fundamental for the sustainable use of these resources, are adequately obtained and 

synthesized. 

(3) Outputs 
1) Spawning characteristics of YFT and PBF are determined. 
2) The method to identify maternal line of YFT is established by using mitochondria D-loop for 

analysis 
3) Critical factors that affect survival of YFT and PBF in their early life history are identified. 
4) Fingering production technologies that support early life history study of YFT are developed. 

 

(4) Inputs 
 Japanese side： 
Japanese Expert: long-term 1 person (project coordinator), short-term 18 researchers in total, Trainees 

received in Japan: 13 persons, Provision of equipment: around 927 thousand US dollars for ARAP and 

around 248 thousand US dollars for Japanese research institution, Local cost expenditure: around 260 

thousand US dollars 

 Counterpart organizations side： 
Counterpart: 19 persons in total (at the mid-term review), Procurement of equipment: around 58 

thousand US dollars, Local Cost: around 750 thousand US dollars, Provision of land and facilities: 

office space for Japanese experts, and facilities and equipment for experiments 

 II. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation Team 

1)  Team Leader: Mr. Shunji Sugiyama, Senior Advisor, Japan International 

Cooperation Agency (JICA) 

2)  Cooperation and Planning: Mr. Suguru Kubo, Field Crop Based Farming Area 

Division, Rural Development Department, JICA  

3)  Evaluation (JST): Dr. Makie Kokubun, Professor, Graduate School of 

Agriculture Division of Biological Resource Sciences, Tohoku University 

4)  Evaluation (JST): Ms. Chihiro Inoue, Chief, Research Partnership for 

Sustainable Development Division, Japan Science and Technology Agency 

(JST) 

5)  Evaluation and Analysis: Mr. Isao Dojun, Chuo Kaihatsu Corporation 

Period of 
Evaluation 

 From November 10, 2013 to November 29, 

2013 

Type of Evaluation：Mid-term
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 III. Results of Evaluation 

1. Achievement 
Output 1: “Spawning characteristics of YFT and PBF are determined.” 

Achievement: As for identification of optimum nutritional condition of YFT broodstock, it was 

suggested that the use of feed with higher polyunsaturated fatty acid (HUFA) is necessary for 

broodstock of YFT. As for identification of optimum environmental factors for YFT spawning, the 

temperature range of YFT spawning under the captive condition is found to be more than 24ºC. 

Development of biochemical assay method for determining egg quality of YFT will be started after 

resume of spawning of YFT broodstock. 

 

Output 2: “The method to identify maternal line of YFT is established by using mitochondria D-loop 

for analysis” 

Achievement: Primers to detect the polymorphism of mitochondrial D-loop were identified. The 

results of analysis indicated that genetic diversity was wide but dominant populations were not found. 

However, in order to verify these results, other methodologies will be employed. 

 

Output 3: “Critical factors that affect survival of YFT and PBF in their early life history are 

identified.” 

Achievement: Microscopic and histological observation of YFT embryogenesis was completed and its 

analysis is underway. The investigation of effects on the progress of morphogenesis, hatching rate, rate 

of normal larvae, and daily number of death fish were conducted and comparison with data on PBF is 

under way. The research of external and internal morphological development of PBF larvae was 

completed. As for YFT, the collection of samples of external morphology has been completed. As for 

visual features of larvae of YFT and PBF, their similarity was confirmed as a kind of opsin gene 

sequence is developed largely at the start of feeding. It has been suggested that factors inducing 

cannibalism in larvae of YFT are the difference of size and lack of feeding. On this aspect, similarity 

with PBF is confirmed. It was found that the fortification of rotifer is effective for YFT as feeding 

material at the early growth stage. 

 

Output 4: “Fingering production technologies that support early life history study of YFT are 

developed.” 

Achievement: As for YFT, BAC using DNA extracted from liver was developed. There was no 

parasitic infection which seriously affects the health of the YFT broodstock. In order to improve 

methods for capture and transportation of YFT, body temperature changes in spine during 

transportation have been investigated and it is suggested that stress of YFT continues for several hours 

after capture. Experiments on rearing juveniles in ocean cage and investigation on development of 

internal organs or viscera organs will be started after the resume of spawning.  
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Project Purpose: “Scientific knowledge and information on the reproductive biology and early life 

history of two tuna species, which are fundamental for the sustainable use of these resources, are 

adequately obtained and synthesized.” 

Achievement: It is expected that the research results will be compiled in a synthesized form and 

disseminated by means of three media (publications, website and regional seminars/ workshops). It is 

also expected that the research results will be presented at regional and international seminars which 

will be held before the end of the project term. In addition, biological information will be compiled in 

a book of which publication can be after the termination of the Project. 

 

2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance: High 

Tuna fishery is an important industry for the Central American countries, including Panama, which 

constitutes an important part of foreign currency earnings. A declining trend of tuna catch is evident in 

the Pacific Ocean and it is necessary to take prompt conservation and management actions. Therefore, 

this project is consistent with needs of improving resource management of tuna species. As for the 

fishery related policies of Panama, sustainable management of marine resources and development of 

aquaculture are important basic principles and promotion of research on YFT is also regarded 

important as because of its high potential for aquaculture development. Therefore, the objective of the 

Project is in line with above-mentioned Panama’s policy objectives. One of the important sectors for 

JICA’s assistance work in Panama is environmental conservation, which naturally includes 

conservation of the natural environment and biological resources. This Project is within the scope of 

JICA’s focal area in Panama. The Kinki University of Japan succeeded to close the life cycle of PBF 

for the first time in the world and has accumulated considerable knowledge and technical expertise 

over more than 40 years of research work. Partnership with the Kinki University is a great advantage 

in terms of conducting comparative studies on YFT and BFT in an efficient way. In the Achotines 

Laboratory, there are YFT broodstock culture tanks where spawning of YFT occurs almost all the year 

around. As compared to the similar facilities in other areas where spawning may only be observed once 

a year for the duration of several weeks, the Achotines Laboratory offers an optimal environment for 

conducting reproductive biology and early life history studies of YFT. 

 

(2) Effectiveness: High 

The project activities have shown a good progress in general and reasonable pieces of research outputs 

have been produced as indicated by a number of research papers published or prepared so far. 

However, there is a concern that prolonged halt in spawning of YFT at the Achotines Laboratory may 

seriously affect the timely conduct of planned research activities, which would consequently affect 

negatively the level of achievement of the Project Purpose. 

 

(3) Efficiency: Moderately High 

1) Inputs by Japanese side 
 It seems that the dispatch of researchers of the Kinki University is appropriate in terms of number 
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of persons, expertize, and research capacity. At the beginning of the Project, the dispatch of 
Japanese researchers was concentrated in a relatively short period of time and it was necessary to 
coordinate the arrangement of research materials and facilities in order to ensure smooth conduct 
of the research activities.  

 The procured equipment is adequate and has been used effectively. In the case of ocean cage, 
there is around one year delay in procurement.  

 As for the trainings in Japan, in most cases, trainings were effective in terms of strengthening 
research ability of the counterpart personnel. There were cases that explanation of the objectives 
of the training and methods of experiment were not properly done and instructions to the 
counterpart personnel were not made adequately. 

 

2) Inputs by ARAP 
 Eleven (11) staff members of ARAP are assigned as counterpart personnel and it seems that the 

number of counterpart personnel is appropriate. 
 ARAP has made substantial efforts for allocating budget; however, the actual amount allocated for 

the project activities has not reached the level that ARAP initially committed. 

 

3) Inputs by IATTC 
 IATTC has been fulfilling its financial commitments.  
 It seems that assignment of the counterpart personnel is appropriate. 
 The issue of coordination of the research activities was also relevant to IATTC researchers, 

because their visits to the Laboratory were made at the same timing as the visits of the researchers 
of the Kinki University. 

 
(4) Impact: Premature to assess 

1) Prospect on achieving the Overall Goal in future: “Resource management of two tuna species in 

Panamanian waters and IATTC jurisdiction area is strengthened.” 

 

Findings of research activities of the Project can be contributed to better understanding of population 

structure of YFT and PBT, and identification of major factors affecting fluctuation of tuna resources. 

These results are expected to provide a scientific basis for better management of resources. 

 

2) Other impact (potential effects/impact in future) 

a) Impact on science 

The research results of the Project, through submission of academic papers and presentations at 

international/domestic conferences, will contribute to advance in science in the fields of tuna resource 

management and aquaculture. 

 

b) Contribution to future development and promotion of aquaculture in Panama 

It is generally said that the knowledge accumulated and techniques acquired by the Project are highly 

applicable to farming of other marine species. It is expected that counterpart personnel of ARAP 

contributes to the future development and promotion of aquaculture in Panama. 
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(5) Sustainability: likely to be high 

 

1) Policy aspect 

Achieving the objective of the Project will contribute to sustainable management of marine resources 

and the development of aquaculture in the medium to long term. These areas are considered as 

important issues by the Government of Panama. Therefore, policy sustainability of the Project will be 

secured. 

 

2) Organizational and technical aspect 

ARAP and IATTC have carried out the joint research since 1985 at the Achotines Laboratory and 

IATTC is responsible for the conservation and management of tuna and other marine resources in the 

eastern Pacific Ocean and has carried out researches on biology and stock assessment of tuna. 

Therefore, it is very likely that this joint research structure continues in the mid- to long term. For 

ensuring technical sustainability, it is fundamental that the counterpart personnel, who have acquired 

related knowledge and technologies, continue their works at respective organization. 

 

3) Financial aspect 

The budget allocation plan for the Project was agreed among ARAP, IATTC, and JICA at the first Joint 

Coordinating Committee meeting. It is important to adhere to the agreement for ensuring financial 

resource in a cooperative manner. 

 

3. Factors that promoted realization of effects 
3-1. Regarding project plan 
 None 

 

3-2. Regarding implementation process 
 None 

 

4. Factors that impeded realization of effects  
4-1. Regarding project plan 
 None 

 

4-2. Regarding implementation process 

 (1) Turnover of counterpart personnel of ARAP 

At the beginning of the Project, ARAP exerted considerable efforts to assign counterpart personnel to 

all the research fields. However, 6 counterpart personnel were resigned from their posts. Although 

vacant counterpart posts were promptly replaced by others but capacity building of these new 

counterparts needed to be re-initiated. 
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(2) Communication among researchers involved in the Project 

It is reported that communication between Japanese researchers and their counterpart personnel has not 

been conducted smoothly in some occasions. It was indicated that such poor communication might 

have affected efficient implementation of the project activities. 

 

(3) Advance planning of research work at the Achotines Laboratory 

At the Achotines Laboratory, it is required that research plan is submitted to the administrator of the 

Laboratory well in advance of researchers arrival in order to ensure coordinated use of laboratory 

facilities and equipment. As for ARAP researchers, duty trip arrangements need to be made since most 

of them need to travel to the Laboratory from their assigned places. As such they need at least 30 days 

of lead time for application and preparation of their duty trips. It is reported that there were a number 

of cases that sufficient time was not given before the conduct of joint research activities. 

5. Conclusion 
The Joint Mid-term Review Team has confirmed that the project activities have shown a good progress 

in general. As the results of the project activities, scientific knowledge and information on early life 

history, spawning ecology, and nutrition have been produced as originally planned. The summary of 

evaluation based on five evaluation criteria is described in the table below. 

 

Criteria Evaluation Remarks 

Relevance High  

Effectiveness High  

Efficiency Moderately high Corrective actions are needed to cover lost time in 

ocean cage installation. Countermeasures are needed to 

deal with current halt in spawning. 

Impact --- Premature to assess. Only provisional impact is 

described 

Sustainability Likely to be high On the condition that trained counterpart personnel 

remain in the organizations. 
 

6. Recommendations 
A. Issues relating to the implementation procedure 

1) Improved communication among researchers 

A large number of researchers from three different counterpart organizations (ARAP, IATTC and Kinki 

University) are involved to conduct joint research and many researchers visit the Achotines Laboratory 

on a short-term basis. E-mail is main tool for communication when the researchers are not in the 

Achotines Laboratory and the efficiency of communication depends largely on communication 

skills/ability of individual researchers and language barriers also exist. It is necessary to exert upmost 

efforts to improve communication. 
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2) Official assignment of research coordinators 

Assign a research coordinator at each counterpart organization for a centralized single channel for 

organization-to-organization communication. The research coordinators take a lead role in organizing 

research activities within their organizations and discuss/consult with the research coordinator of other 

organizations. When person-to-person communication among researchers fails, research coordinators 

can also step in to facilitate better communication. 

 

3) Information sharing among researchers 

Researchers are grouped in three thematic areas and there is a tendency that information flow is rather 

confined within the same research group. In order to facilitate inter- and intra-group information 

sharing and exchange, it is recommended that information sharing events such as in-house 

seminars/workshops be organized. 

 

4) Advanced planning of research activities 

ARAP researchers need to obtain a travel authorization to visit the Achotines Laboratory 30 days prior 

to their departure. Certain research works require sufficient lead time for preparation such as 

propagation of live feed.  

It is necessary to share information on research activities at the Achotines Laboratory among persons 

concerned well in advance of their visit to the Laboratory. Research plan/schedule in a written form 

should be shared among persons concerned and research coordinators. 

 

5) Improvement of counterpart training in Japan 

The importance of “advanced planning” and “documentation of information for consultative 

implementation” is also applicable to counterpart training in Japan. Close consultation with 

counterpart personnel on their training plan is required in order to improve the effectiveness of such 

training. The assignment of a supervisor for each training participant is also recommended, who is 

responsible for ensuring overall quality of the training. 

 
B. Issues relating to the project administration 

6) Official assignment of a Liaison Officer 

It is advisable that ARAP assign a Liaison officer who is solely responsible for reception/follow-up of 

document/application processing etc. related with project administration. 

 

7) Continued effort to ensure assignment of ARAP counterpart 

ARAP counterparts have to travel to Achotines from their assigned areas and have been playing 

important roles in conducting various research activities. It should be ensured that existing ARAP 

counterparts continue to take part in the project activities for the remaining period of the project. 
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8) Publicity of the Project 

The presence and significance of the Project needs to be widely disseminated to the general public of 

 Panama and Japan. It is important to organize an international/regional seminar to disseminate the 

project results to wider audiences because tuna resources are important regional shared resources. 

 

9) Financial contribution 

In order to ensure financial stability of the Project, it is urged that ARAP, IATTC and JICA be adhered to 

the agreement made at JCC meetings. 

 

10) Improved management and security of equipment 

A variety of technical equipment and instruments are provided. Recently there was a reported case of a 

lost item and such incident needs to be prevented from happening again. In this connection, it is advised 

that management of project equipment and instruments be strengthened. 

 

11) Consideration of countermeasures for the prolonged halting of spawning 

There is delay of some activities caused by the current halt in spawning. It is envisaged that spawning of 

YFT would be resumed when sea temperature rises around April. Prolonged halt in spawning would 

seriously affect the project achievement. Therefore, it is suggested that researchers concerned on this 

issue promptly consider viable options of countermeasures when halting of spawning continues beyond 

April 2014. 

 

12) Installation and management of an ocean cage 

Although the installation of ocean cage has been delayed, in the operational stage, three to four 

technical staff of ARAP need to be assigned for management of the cage as operation/maintenance work 

such as feeding fish and collection of dead fish is required on the daily basis. 

 

7. Lessons Learned 
None at the mid-term review 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

東太平洋海域で広く行われているマグロ漁業は、パナマ共和国（以下、「パナマ」と記す）を含

む中米諸国にとって重要な産業であり、パナマにおいては年間3万tを超える冷凍・生鮮マグロを米

国・欧州向けに輸出しており、貴重な外貨収入源となっている。 

しかしながら、近年の漁獲圧力の増大によって天然のマグロ類資源の減少が危惧されている。

本プロジェクトで対象となるマグロ類2種は、太平洋に広く分布する高度回遊性の魚種であり、多

くの沿岸国によって利用されている地域共有の資源であるが、無秩序な漁獲による資源量の大幅

な減少が引き起こされていることから、効果的な資源管理の枠組みを導入することが強く求めら

れている。また、パナマのキハダ漁獲量は、東太平洋沿岸国ではメキシコに次いで2番目に多く、

同国がマグロ資源の管理上果たすべき役割は大きい。 

上記の背景から、パナマ政府は、キハダと太平洋クロマグロの持続的利用に必要な技術開発を

目的とした科学技術協力をわが国に要請した。本課題では両種の将来にわたる持続的な漁獲に必

要な資源管理技術向上のための基礎的研究を、パナマ水産資源庁（Aquatic Resources Authority of 

Panama：ARAP）、日本及びパナマを含む21の国と地域が加盟する全米熱帯まぐろ類委員会

（Inter-American Tropical Tuna Commission：IATTC）1と日本の研究機関（近畿大学）が共同で実施

している。 

2012年度には、クロマグロとキハダの産卵生態、キハダ母系解析、初期生残・発育に及ぼす重

要要因解明、キハダ初期生活史研究のための飼育技術開発について研究を行った。また、2014年

度からの本格的な飼育実験のための準備期間として、研究・分析設備・機器の準備、試料の分析

方法開発、予備的試験等の準備を進めている。 

今回の中間レビュー調査では、パナマ側研究機関と合同でプロジェクトの活動進捗状況の確認、

達成度の検証を行い、さらに評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点

から評価を行い、残りの協力期間における対応方針について検討し、関係機関に提言することを

目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

＜日本側＞ 

独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA） 

団  長 杉山 俊士 JICA 国際協力専門員 

評価分析 道順 勲 中央開発株式会社 海外事業部 

協力企画 久保 優 JICA 農村開発部 畑作地帯課 

 

                                                        
1 加えて、4カ国（ボリビア、ホンジュラス、インドネシア、クック諸島）が協力的非加盟メンバーとなっている。 
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独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST） 

科学技術計画・評価 国分 牧衛 
国立大学法人東北大学大学院 農学研究科 教授 

JST 研究主幹 

科学技術計画・評価 井上 千尋 JST 地球規模課題国際協力室 主任調査員 

 

＜パナマ側＞ 

Mr. Edison Cedeño Regional Director of Aquatic Resources Authority of Panama （ARAP）

in Los Santos 

パナマ水産資源庁 ロスサントス地域ダイレクター 

Ms. Lourdes Guerra Technical Cooperation Coordinator, Ministry of Economy and Finance 

（MEF） 

経済財務省 技術協力局コーディネーター 

Mr. Osvaldo Alexis Silva Inter-American Tropical Tuna Commission（IATTC） 

全米熱帯まぐろ類委員会 

 

調査期間 

 2013年11月10日（日）～11月29日（金）（詳細行程は付属資料１を参照） 

 

１－３ プロジェクトの概要 

 （1）協力期間：2011年4月1日～2016年3月31日（5年間） 

 

 （2）実施機関 

日本側：近畿大学水産実験所（研究代表：澤田 好史 教授） 

パナマ側：パナマ水産資源庁（ARAP）、全米熱帯まぐろ類委員会（IATTC）アチョチネス研

究所 

 

 （3）プロジェクトフレームワーク 

【上位目標】 

パナマ海域及びIATTC管轄海域（東部太平洋）におけるマグロ類2種（キハダ及び太平洋

クロマグロ）の科学的知見に立脚した質的規制による資源管理が実施される。 

【プロジェクト目標】 

マグロ類2種資源の持続的利用に必要となる科学的知見（産卵生態及び初期生活史）が明

らかになり、その知見が蓄積・統合される。 

【成果】 

成果1：キハダと太平洋クロマグロに係る産卵の特徴が解明される。 

成果2：ミトコンドリアDループ領域を利用したキハダの母系検出・解析方法が開発される。 

成果3：キハダと太平洋クロマグロの初期生活史における生残に与える決定的要因が特定

される。 

成果4：キハダの初期生活における生残率の向上に寄与する種苗生産技術が開発される。 
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第２章 評価の方法 
 
２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本プロジェクトに関する各種資料〔詳細計画策定調査報告書、各年次の実施報告書、半期報告

書、中間報告書、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）議事録など〕を参考にし

つつ、また、詳細計画策定調査時に作成されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）に基づき、プロジェクトの成果、5項目評価、実施プロセスに関する評価設

問と収集必要なデータ等を設定した。評価設問等については、付属資料４．評価グリッドを参照

のこと。 

 

２－２ データ収集方法 

情報・データ収集は以下の方法により実施した。 

情報・データ 

収集方法 
目 的 主な情報源 

①文献調査 プロジェクトに関連

する政策、プロジェク

トの実績に関連する

資料 

 パナマ政府戦略計画2010～2014（Panamá Plan Estartégico 

de Gobierno 2010-2014）」 

 政府戦略計画におけるARAP戦略計画2009～2014 （Plan 

Estrat：egicco ARAP dentro de Plan Estartégico de Gobierno 

2009-2014） 

 国別データブック2011（外務省） 

 対パナマ共和国 事業展開計画2012年6月（外務省） 

 詳細計画策定調査報告書（JICA、2010年10月） 

 中間報告書（近畿大学作成、2013年9月） 

 プロジェクト実施報告書（年次報告書及び半期報告書）

 その他、プロジェクトの投入・活動・実績に関する資料

②インタビュー プ ロ ジ ェ ク ト の 実

績・進捗状況及び実施

プロセスに関するヒ

アリング・確認 

 日本人専門家（近畿大学の研究者及び業務調整専門家）

 ARAPの幹部職員及び研究者（カウンターパート） 

 IATTCの研究者（カウンターパート） 

③質問票 プロジェクトの実績、

成果の発現状況、効率

性、インパクト、自立

発展性等に関する事

項の把握 

 日本人専門家 

 ARAP及びIATTCのカウンターパート 

 

２－３ データ分析方法 

日本側研究機関が作成した年次実施報告書、半期報告書、中間報告書等の資料、日本人研究者

代表に対する質問票の回答、ARAP及びIATTCのカウンターパートからの質問票回答、パナマ現地

におけるカウンターパートへのインタビュー結果から、プロジェクトへの投入実績、成果発現状

況やPDM記載の指標に関する現時点での達成状況、実施プロセスに関する情報を取りまとめたう

えで、データ・情報の分析を行った。 

 

２－４ 評価調査の制約・限界 

レビュー調査において、特に大きな制約や限界はなかった。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側 

（1）プロジェクト活動に参加した日本の研究者 

研究活動は、パナマ国内と日本国内の両方2で進められている。中間レビュー調査実施時

までに日本国内での研究活動に参加した近畿大学の研究者（大学院学生も含む）は、36名

である（中間レビュー調査実施時点で従事している研究者数は24名3）。このうち、18名の研

究者が、パナマ及び日本国内の両方で研究活動に参加している。詳細については、付属資

料３（M/M）のAnnex 3を参照のこと。 

 

（2）日本人研究者及びJICA専門家のパナマへの派遣 

長期専門家としては業務調整が1名派遣され、また、短期専門家として、飼育技術開発、

初期生活史、産卵生態、キハダの餌料開発等の分野の研究者18名が派遣された。詳細につ

いては、付属資料３（M/M）のAnnex 4を参照のこと。 

 

（3）本邦研修 

13名のカウンターパートが本邦研修に参加している。研修テーマとしては、「マグロ類の

初期発育と生残」、「マグロ稚魚・幼魚期の生残」、「魚病学」、「分子生物学」、「マグロ仔（し）

稚魚期の栄養要求と飼料開発」がある。詳細については、付属資料３（M/M）のAnnex 5を

参照のこと。 

 

（4）機材供与 

1）パナマ側研究機関への機材供与 

各種の研究機器、養殖施設、車両等が供与されている。中間レビュー時点の機材供与

額は、約92万7,000ドルである（約9,270万円）。供与機材の詳細リストは、付属資料３（M/M）

のAnnex 6を参照のこと。 

 

2）日本側研究機関への機材供与 

研究用機器が近畿大学向けに調達され、その金額は中間レビュー時点で、約2,480万円

である。調達された機材の詳細リストは、付属資料３（M/M）のAnnex 7を参照のこと。 

 

（5）日本側負担現地活動費 

日本側がパナマ現地でのプロジェクト活動実施のために負担した経費は、2013年9月時点

で、約2,600万円である。この経費には、アチョチネス研究所のメインの建物の拡張工事費

（拡張工事は、追加の事務室、会議室、機材保管室を設ける目的で行われた）、機材管理経

費、現地調達機材費、消耗品購入経費、機器類の保守管理契約経費、資財の輸送経費が含

                                                        
2 パナマ国内での研究活動は主としてアチョチネス研究所で、また、日本国内での研究活動は近畿大学で実施されている。 
3 大学院学生らの場合、卒業に伴い、本プロジェクトの研究活動への従事が終了し、研究者の入れ替わりがあるため、延べ人

数と中間レビュー時点の人数に差が生じる。 
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まれる。経費の詳細については、付属資料３（M/M）のAnnex 8を参照のこと。 

 

３－１－２ カウンターパート機関側投入 

（1）プロジェクト活動に参加したカウンターパート機関側の人的投入 

中間レビュー時点で、合計19名の研究者・職員がプロジェクト活動に参加している。こ

のうち、ARAPからの参加は13名で、IATTCからの参加は6名である。本プロジェクトには、

3つの研究チームがあり、チームごとの参加研究者数は、下表のとおりである（一人の研究

者が複数のチームに属する場合があるため、合計人数は、純人数より多くなる）。 

 

チーム名 
組 織 

ARAP IATTC （近畿大学）

産卵生態解析チーム 6 3 （13） 

栄養要求解明・飼料開発チーム 2 1 （5） 

初期発育解明と飼育技術開発チーム 9 4 （25） 

 

中間レビュー時点までに6名のARAPカウンターパートが各種の理由4のため辞職してい

るが、交替のカウンターパートが迅速に配置された。カウンターパートの詳細リストにつ

いては、付属資料３（M/M）のAnnex 9を参照のこと。 

IATTC本部の3名の研究者は、キハダに関する試験を実施するため毎年2回、アチョチネス

研究所を訪問している。また、同研究者は、クロマグロに関する試験を実施するため、年1

回（約30日間）、近畿大学を訪問している。 

 

（2）パナマ側の機材調達 

ARAP側が調達した機材には、ノートパソコン、船外機、冷蔵庫、空調機、発電機がある。

機材調達経費は、約580万円である。機材の詳細リストは、付属資料３（M/M）のAnnex 10

を参照のこと。 

 

（3）カウンターパート機関側負担活動経費 

ARAP及びIATTCは、プロジェクト活動のため、燃料費、電気料金、機材費、消耗品代を

負担した。組織別、年次別の負担経費額を次表に示す（参考として、第1回JCC会議開催時

に合意した経費負担予定額も記載する）。経費詳細については、付属資料３（M/M）のAnnex 

11を参照のこと。 

 

                                                        
4 政治的理由（支持政党が現政権政党と異なるなど）、経済的理由、人間関係を理由とするもの。 
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（単位：米ドル） 

組織名 項 目 2011年 2012年 2013年* 計 

ARAP 支出実績 62,919.00 47,087.95 （n.a.） 110,006.95

 JCC会議合意額 63,800.00 60,000.00  

IATTC 支出実績 208,000.00 218,040.00 220,000 646,040.00

 JCC会議合意額 208,000.00 218,000.00  

 支出実績合計 270,919.00 265,127.95 220,000 756,046.95

n.a.：データなし 

*：暫定額 

 

（4）施設の提供 

カウンターパート機関側からアチョチネス研究所での研究活動のため、以下の施設の提

供がある。 

1）日本人専門家及び研究者用のオフィススペース 

2）アチョチネス研究所の試験施設及び研究機器 

 

３－２ 活動の進捗状況 

プロジェクト開始以降PDM及び活動計画（Plan of Operation：PO）に沿ってプロジェクト活動が

実施されている。プロジェクトに参加している研究者から得た情報に基づき、2011年4月から2013

年10月までにかけて実施されたプロジェクト活動の要約及び進捗度を次表に示す。 
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３－３ アウトプットの達成状況 

３－３－１ 成果1：キハダと太平洋クロマグロに係る産卵の特徴が解明される。 

成果1に関する活動の進捗状況は良好であり、設定されている3つの指標のうち、一つの指標

は、その目標を既に達成している。キハダ親魚の産卵停止や親魚水槽が一つであるという試験

研究面での制約があるものの、キハダ親魚の産卵が早期に開始されれば、プロジェクト終了時

までに、成果1の目標が達成されることが期待される。 

 

指標 1-1：キハダ親魚の最適栄養条件（飼料組成、量、給餌回数、サプリメント）が少なくと

も2件解明される。 

 

本プロジェクトでは、利用可能な飼育水槽施設と親魚が限られているため、正確な比較試験

を実施することが困難な状況にある。現在、飼料としてイワシとイカが親魚に与えられている

が、イカの割合を多くして給餌した場合に、産卵成績が優れていた。この結果と化学分析結果

から、キハダ親魚に、高度不飽和脂肪酸（Highly Unsaturated Fatty Acids：HUFA）を含む餌を利

用する必要性があることが示唆された。 

当初、給餌量、給餌回数、添加物の影響を調べる計画であった。しかしながら、給餌条件を

変更することが産卵数減少の原因となるかもしれず、また、他の研究に影響を与えるかもしれ

ないという理由で、親魚の最適栄養条件の解明のための活動は中断している。 

配合飼料を製造するためには原料の輸送から行う必要があるため、親魚用配合飼料開発の研

究を実施することが困難な状況にある。利用可能な親魚が限られているものの、研究チームは

今後、産卵誘発と卵質にプラスの効果を与える可能性のあるリン脂質、ドコサヘキサエン酸

（Docosahexaenoic Acid：DHA）、ビタミンE、ビタミンCを添加した餌を用いて研究を行う予定

としている。 

 

指標 1-2：キハダの産卵に関する最適環境条件（水温範囲、光強度、昼夜サイクル、月齢、水

の化学的性質）が少なくとも2件解明される。 

 

アチョチネス研究所では毎日、飼育下での産卵状況（産卵数、産卵時刻、ふ化率）と産卵環

境（天候、気温、飼育水温等）が記録されている。収集されたデータの解析は今後行われる。

現在までのところ、飼育下のキハダの産卵可能な水温は、24ºC以上であることが明らかになっ

ている。2012年秋、雨期に多量の降雨があったのち、アチョチネス研究所付近の海域に赤潮が

発生した際に、キハダの産卵停止が観察された5。このことから、水質と塩分がキハダの産卵に

影響を与える可能性があることが明らかになった。また、光強度と昼夜サイクル（日長）は、

産卵に影響しないことも明らかになった。なお、産卵と月齢との関連を明らかにするには、追

加データの収集が必要な状況である。 

上記を要約すると、3つの環境要因（水温範囲、昼夜サイクル、光強度）の影響について、既

に明らかにされ、その他の環境要因の影響についての研究が今後行われる予定になっている。 

                                                        
5 キハダ親魚は、研究所内の陸上水槽内で飼育されているが、水槽の水は、研究所近くの海水を汲み上げたものを利用してい

るので、海水の水質や水温等の影響を受ける。 
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指標 1-3：キハダと太平洋クロマグロの卵質を決定する生化学的評価方法が開発される。 

 

太平洋クロマグロについては、内臓の生理状態関連遺伝子をクローニング6するため、内臓組

織試料収集が行われた。キハダについては、沖縄で野生20個体から試料採取が実施された。キ

ハダ及び太平洋クロマグロの卵発生に伴う卵栄養成分及び各種酵素活性の変化についての分析

も実施された。 

上記分析の結果、キハダ及び太平洋クロマグロの卵発生期間における栄養素及び酵素活性が

類似していることが分かった。すなわち、主として脂質が卵発生のエネルギー源として消費さ

れる一方、たんぱく質の消費が最低限に維持するという代謝調節を行っていることが示された。

これら明らかになった点から、卵質を決定する重要な指標が卵脂質であることが示唆された。 

キハダの卵質を決定する生化学的評価方法7の開発は、キハダ親魚の産卵再開後にされる予定

で、プロジェクト終了時までに、その方法が開発されることが期待される。 

 

３－３－２ 成果2：ミトコンドリアD ループ領域8を利用したキハダの母系9検出・解析方法が

開発される。 

成果2に関する活動の進捗状況は良好であり、設定されている二つの指標のうち、一つの指標

は、その目標を既に達成している。プロジェクト終了時までに、成果2の目標が達成されること

が期待される。 

 

指標 2-1：ミトコンドリアDループ領域の多型10を検出するプライマー11が特定される。 

 

キハダについては、アチョチネス研究所近くの魚市場でキハダのひれが収集され、そのひれ

から試料が採集され、分析が行われた。太平洋クロマグロについては、日本の魚市場で入手さ

れた500個体から試料が採集され、分析が行われた。 

本プロジェクトにおける一連の試験後に、ミトコンドリアDループ領域の多型を検出するプラ

イマーが特定されており、この指標は達成されている。 

 

指標 2-2：個々のキハダ母系が特定される。 

 

キハダについては、日本で捕獲された25個体とパナマで捕獲された77個体から試料採集が行

われた。分析結果からは、遺伝的多様性が大きいものの、優占的集団は見つからなかった。し

かしながら、これら結果を検証するため、他の手法も用いた分析が実施される予定である。 

                                                        
6 特定のDNA配列を分離すること。 
7
 体の化学成分や遺伝子を調べ、その結果を評価する方法。 

8 ミトコンドリアDNAの一部にD-ループと呼ばれる領域があり、この部分は突然変異の頻度が高いことが知られている。この

突然変異は母から子へと伝えられるので、その様子を解析することによって母系をたどることができる。 
9 同じ母親を起源とする子孫の系列。 
10 同じ生物種の集団のうちに遺伝子型の異なる個体が存在すること。 
11 DNA を合成する際の核酸の断片。 
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３－３－３ 成果3：キハダと太平洋クロマグロの初期生活史における生残に与える決定的要因

が特定される。 

成果3に関する活動の進捗状況はおおむね良好であり、設定されている三つの指標のうち、一

つの指標は、その目標を既に達成している。 

 

指標 3-1：キハダと太平洋クロマグロの発生速度と胚発生過程が物理化学要因との関連で記録

される。 

 

キハダ胚の顕微形態観察及び組織学的観察が終了し、解析が進められている。塩分及び水温

が発生速度、ふ化率、生残率に及ぼす影響については、形態形成、ふ化率、正常仔魚率及び日

間斃（へい）死尾数への影響調査が実施され、太平洋クロマグロの知見との比較が進められてい

る。 

 

指標 3-2：キハダと太平洋クロマグロの仔稚魚の外部形態及び内部形態の発育が明らかにされ

る。 

 

太平洋クロマグロ仔魚の外部・内部形態の発育の研究は完了している。キハダについては、

外部形態の試料収集が完了している。キハダ仔魚の内部形態とキハダ稚魚・幼魚の外部・内部

形態の試料収集は、今後行われる。 

 

指標 3-3：以下の点において、キハダと太平洋クロマグロの類似性と相違性が明らかにされる。

- 視覚特性と仔稚魚の光情報に対する反応 

- 摂餌生態、行動、成長と生残 

- 人工及び天然餌料の栄養価 

 

（1）視覚特性と仔稚魚の光情報に対する反応 

波長の異なる各種LED光下で仔稚魚が飼育され、摂餌量、成長、生残率の比較研究が進め

られている。キハダと太平洋クロマグロ仔魚の視覚特性として、いずれも摂餌開始時に1種

類の同じオプシン12遺伝子を比較的多く発現するという類似性が確認された。さまざまな光

情報に対する太平洋クロマグロの反応は、オプシン遺伝子の発現と関連があると考えられ

ている。キハダの光に対する反応については、今後調査予定である。キハダ親魚の産卵再

開後、1年程度でこの光情報に対する反応に関する試験が完了する見込みである。 

 

（2）摂餌生態、行動、成長と生残 

キハダ仔魚が、餌密度及び個体の大きさが異なる環境下で飼育され、攻撃行動や生残率

の変化についての比較研究が行われた。キハダ仔魚が共食いを引き起こす要因は、魚体サ

イズの大小差と摂餌不足であることが示唆され、太平洋クロマグロと類似性があることが

確認された。しかし、これら二つの要因の比重は、キハダと太平洋クロマグロで異なるこ

                                                        
12 目の網膜に含まれる視物質中のたんぱく質部分の総称。 
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とが示唆され、今後、詳しく研究する予定になっている。 

仔魚期の飢餓耐性や最適な餌料密度などを調べるため、太平洋クロマグロの飼育実験が

実施され、得られたデータの分析が進められている。キハダの場合、IATTCが過去に研究を

実施している。したがって、太平洋クロマグロの分析結果が出たのちに、キハダと太平洋

クロマグロにおける類似性と相違性を明らかにする予定になっている。 

 

（3）天然餌料及び人工餌料の栄養価 

初期発育期の餌料として、人工的に栄養強化したワムシ13とコペポーダ14の一般成分と脂

肪酸組成についての研究が行われた。DHAプロティンセルコ15（ベルギー製）を用いて栄養

強化されたワムシを用いると、強化前に比べて脂質含量が顕著に増加した。一方、たんぱ

く質及び灰分の含量には差異はなかった。アチョチネス研究所近くで採取されたコペポー

ダの一般成分は、強化ワムシに比較して、たんぱく質と脂質含量が低く、灰分含量が多い

結果となった。この結果、ワムシの栄養強化はキハダにおいても有効であることが示され

た。 

 

３－３－４ 成果4：キハダの初期生活における生残率の向上に寄与する種苗生産技術が開発さ

れる。 

成果4に関する活動の進捗状況については、産卵停止の影響と海上生簀の調達遅れの影響で、

一部活動に進捗遅れがみられるものの、全般的には、おおむね良好であり、設定されている六

つの指標のうち、二つの指標は、その目標を既に達成している。残りの指標についても、キハ

ダ親魚の産卵が早期に開始されれば、プロジェクト終了時までに、成果4の目標が達成されるこ

とが期待される。 

 

指標 4-1：キハダ親魚のBACクローン16が開発される。 

 

太平洋クロマグロについては、精巣から抽出されたDNAを用いてBACクローンが作製された。

キハダについては、肝臓から抽出したDNAを用いてBAC クローンが作製された。BACクローン

作製という目標は既に達成されている。 

 

指標 4-2：キハダの初期生活史において性決定にリンクしたDNAマーカー17が明らかにされ

る。 

 

マグロ類の性に関連するDNAマーカーは、唯一、近畿大学完全養殖太平洋クロマグロで明ら

かにされている。しかしながら、そのDNAマーカーは、太平洋クロマグロ完全養殖系群のみに

                                                        
13 水中の微小動物から成る動物群である。小魚等の重要な餌になっている。 
14 コペポーダは、カイアシ類とも呼ばれ、節足動物門 甲殻亜門 顎脚綱 カイアシ亜綱に属する動物の総称。その多くはプラン

クトンとして生活する微小な甲殻類である。 
15 たんぱく質、総脂肪酸、ビタミンなどで構成された微粒子状の栄養強化剤。 
16 ある生物のゲノム（DNAの集合体）を、小さな断片にし、大腸菌のDNA に組み込んで保存したもの。 
17 遺伝的性質をもつ生物個体に特有のDNA塩基配列のこと。 
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適用可能である。キハダの性に関連するDNAマーカーを同定するには、太平洋クロマグロで同

定されたマーカーの近傍配列を精査し、コード領域を同定し、これの多型をキハダで調査する

ことが近道と考えられている。 

 

指標 4-3：キハダ親魚の寄生虫が特定される。 

 

アチョチネス研究所で飼育されていたキハダ親魚の死亡魚の寄生虫検査が実施され、その結

果、キハダ親魚の健康に大きな害がある寄生虫感染症はないと考えられた。この指標に関する

活動は終了しており、この指標は達成されている。 

 

指標 4-4：キハダの捕獲から健全な親魚に至る率が1996年～2000年水準と比して25％改善す

る。 

 

キハダの捕獲方法及び輸送方法の改善を目的に、輸送中の背筋の体温変化が調査された。そ

の結果、捕獲後数時間、ストレスが継続していることが示唆された。今後、水槽に入れたあと

の魚のストレスを軽減する方法を検討する予定になっている。また、魚を水槽に移す新しい方

法や改善方法を提案する計画である。 

この指標に関する活動は、2014年中には完了する見込みである。また、キハダの捕獲から健

全な親魚に至る率の改善についても、プロジェクト期間内に完了することが期待される。 

（捕獲からハンドリング・研究所水槽に入れるまでの生残率の1996年から2000年までの平均

値は、50.9％であった18。） 

 

指標 4-5：陸上水槽でふ化したキハダ稚仔魚が、3カ月間の海面生簀での飼育後、少なくとも

20％生残する。 

 

現時点ではまだ海面生簀が設置されておらず、この指標に関する試験（海上生簀での稚魚飼

育）は未実施である。海面生簀設置は2014年2月を予定しており、海上生簀でのキハダ飼育は2014

年春から開始する予定である。アチョチネス研究所のキハダ親魚の産卵が2014年春までに再開

すれば、残り2年間で海上生簀を用いた研究活動を完了させることが可能である。 

 

指標 4-6：キハダ仔稚魚の内臓の発育が記録される。 

 

2013年に生産される仔稚魚を用いて、内臓あるいは内部器官の発育についての研究を開始す

る計画であったが、アチョチネス研究所のキハダ親魚の産卵が2013年に停止したため、研究に

必要な試料が得られていない。産卵再開後、この研究を開始する予定になっている。この研究

に必要な時間は約1年であるので、プロジェクト期間中に、内臓の発育が記録されるという目標

が達成されるものと期待される。 

                                                        
18 論文掲載値から算出した値。論文名“Tank culture of yellowfin tuna, Thunnus albacares：developing a spawning population for 

research purpose, Aquaculture 220 (2003) 327-353” 
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・ 本邦研修参加カウンターパートの選定 

・ プロジェクトの年間活動計画 

・ カウンターパートの配置 

・ プロジェクト用機器の利用ガイドライン 

 

JCCは、直面している課題について議論し、意思決定をするうえで有効に機能していると判断

される。 

JCCに加えて、本プロジェクトでは、四つの委員会（運営委員会、研究委員会、予算委員会、

広報委員会）が設けられ、各委員会のメンバーとして、本プロジェクトに参加している三つの

機関から委員が配置されている。委員会メンバーは主としてメールを通じて連絡を取っている

が、時には、十分なコミュニケーションが取れない場合もある。3機関のカウンターパートが定

期的に面談できる状況にないことで、これら委員会メンバー間での定期的な連絡や議論の内

容・経過についての情報共有が必ずしも十分に機能しなかった面がみられ、この点を補完する

対策を取る必要があった。 

 

３－５－２ プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項 

（1）ARAPのカウンターパートの交替について 

プロジェクト開始時、ARAPはすべての研究分野にカウンターパートを配置するという相

当の努力を傾注した。しかし、これまでに6名のカウンターパートが辞職した。交替のカウ

ンターパートの迅速な配置が行われたものの、新しく配置されたカウンターパートの能力

強化を最初から始める必要があった。 

 

（2）本プロジェクトに参画している研究者間のコミュニケーションについて 

日本人研究者とカウンターパート間のコミュニケーションが必ずしも円滑に行われてい

ない事例が見受けられた。このようなコミュニケーション不足はプロジェクト活動の効率

的実施に影響を与えていると思われる。 

 

（3）アチョチネス研究所における研究活動の計画を十分前もって立てることについて 

アチョチネス研究所においては、研究施設や研究機器の利用調整を十分に行うために、

研究者が研究所を訪問する時期より十分前もって、研究計画を提出することが必要とされ

ている。また、ほとんどのARAP研究者にとっては、通常勤務する場所からアチョチネス研

究所に移動して研究活動を行うため、出張手続きが必要になる。出張申請・準備手続きに

は、最低で30日間必要とされている。しかしながら、共同研究活動実施まで十分な準備期

間がなかった事例が多くあったと報告されている。 

 

（4）キハダの産卵停止への対応について 

アチョチネス研究所のキハダ親魚の産卵停止が長期化していることが、計画された研究

活動の実施に影響を与えている（2013年2月に産卵が停止し、中間レビュー調査実施時の11

月下旬時点も停止が継続している）。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5項目ごとの評価 

４－１－１ 妥当性 

以下に述べる点から判断して、本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

 

（1）マグロ類の資源管理改善の必要性 

マグロ漁業は、パナマを含む中米諸国にとって重要な産業であり、パナマにおいては、

米国・欧州向けの冷凍・生鮮マグロの輸出が、貴重な外貨収入源となっている。しかしな

がら、太平洋におけるマグロ漁獲量の減少傾向は明らかであり、マグロ類資源の研究及び

管理にかかわる地域機関であるIATTC、中西部太平洋まぐろ類委員会（Western Central Pacific 

Fisheries Commission：WCPFC）、北太平洋まぐろ類国際科学委員会（International Scientific 

Committee for Tuna and Tuna-like Species in the North Pacific Ocean：ISC）は、早急な保全・管

理行動の実施を促している。本プロジェクトの目的は、マグロ2種の産卵生態や初期生活史

についての科学的知見と情報を蓄積・統合化することであり、その成果がマグロ2種の効果

的資源管理のための良い基礎を提供することが期待されている。 

 

（2）パナマの関連政府政策との整合性 

「漁業及び養殖のためのパナマ水産資源政策」（2010年）には、14の基本方針が示されて

おり、そのなかには「海洋資源の持続的管理を進めること」及び「責任ある漁業と養殖業

の進展を目的として、適切な漁業・養殖技術の開発と研究を促進すること」が含まれてい

る。また、「養殖業開発国家戦略」（2012年）では、環境管理との調和を図りながら養殖業

開発を進展させること、及び、特にキハダは養殖業開発ポテンシャルの高い魚種として研

究を進めることとされている。したがって、本プロジェクトの目的は、上記のパナマの政

策目的と整合性があるといえる。 

 

（3）わが国の対パナマ援助方針との整合性 

JICAの対パナマ事業展開計画の援助重点分野の一つは、環境保全であり、このなかに、

自然環境並びに生物資源の保全が含まれる。本プロジェクトはマグロ類の資源管理強化に

貢献することが期待されるものであり、わが国の援助方針と合致している。 

 

（4）わが国による技術協力の比較優位性 

近畿大学は、世界で初めて太平洋クロマグロの完全養殖に成功しており、海面養殖関連

分野における先進的研究機関である。近畿大学には、40年以上にわたる研究活動を通じて、

太平洋クロマグロ養殖に関する相当量の知識及び専門的技術が蓄積されてきている。した

がって、キハダと太平洋クロマグロの比較研究を効率的に実施するうえで、近畿大学と協

力することには、大きな優位性がある。 

 

（5）プロジェクトアプローチの適切性 

パナマ近海では、周年でのキハダの産卵が可能であり、そのパナマに所在するアチョチ
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ネス研究所では、ほぼ一年を通じて、キハダの産卵が見られる親魚飼育水槽がある。他の

地域の同様の施設では、産卵が年1回だけで、その期間も数週間程度であることが多いこと

と比較すると、アチョチネス研究所は、キハダの産卵生態研究や初期生活史研究を実施す

るには最適な環境を提供できる有利な場所にある。 

 

４－１－２ 有効性 

プロジェクト目標は、プロジェクト終了時までに効果的に発現することが期待される。 

プロジェクト活動は、おおむね良好な進捗をみせ、数多くの研究論文が発表あるいはその準

備が進められていることが示すように研究成果が着実に出ている。しかしながら、アチョチネ

ス研究所で現在飼育しているキハダの産卵停止が長引いている点が課題であり、計画された研

究活動を適期に実施することの大きな妨げになる可能性があり、プロジェクト目標の達成水準

にマイナスの影響を与えかねない。 

通常、4月に海水温の上昇が生じ、そのことがキハダの産卵活動再開の誘因となるので、今後、

親魚水槽の環境要因のモニタリングを徹底して行う必要がある。 

 

４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下に記載した点から判断してやや高いといえる。 

 

（1）日本側投入 

近畿大学研究者は、アチョチネス研究所をおおむね年2回訪問している（5月から6月ごろ

及び10月から11月ごろ）。近畿大学研究者の派遣は、その人数、専門性、研究能力の面から

適切であると考えられる。プロジェクト開始当初、日本人研究者の派遣が比較的同じ時期

に集中したことで、研究活動を円滑に進めるために、研究施設及び研究材料の準備調整を

行う必要が生じた。現在では、研究者の派遣のタイミングが極度に集中しないよう調整さ

れてきたので、改善がみられ、アチョチネス研究所の施設利用調整が極度に難しいといっ

た状況ではなくなった。 

日本側が調達した機器類は、研究活動のために適切なものであり、効果的に利用されて

いる。ただし、稚魚飼育用の海上生簀については、調達がほぼ1年遅れ、海上生簀を用いた

関連活動が始まっていない。コンピュータと接続して利用する機器が調達されているが、

コンピュータのオペレーションシステムが日本語版（Windows 7）であり、また、ソフトウェ

アの一つが日本語バージョンであった（日本語バージョンであるため、日本語が読めない

カウンターパートにとって、操作が困難）。また、他の一部機器の場合、取扱説明書が日本

語で書かれているものがある。機器の適切な使用と維持管理のためには、英語あるいはス

ペイン語の取扱説明書が必要である。 

本邦研修については、ほとんどの場合、カウンターパート（計13名参加）の研究能力強

化に有効であったことがインタビュー調査によって確認された。 

 

（2）ARAPの投入 

中間レビュー時点で11名のARAP職員がカウンターパートとして配置されている。カウン

ターパートの人数は適切であると思われる。ARAPは、旅費、燃料、機材調達の経費を含む
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プロジェクト活動のための予算を支出してきた。ARAPは、予算支出において大いに努力を

傾注してきたものの、実際に支出された金額は、当初コミットした水準には達していない。 

 

（3）IATTCの投入 

本プロジェクトに対するIATTCの予算面での貢献としては、IATTCが約束した金額を支出

している。カウンターパートの配置については、アチョチネス研究所勤務の所長と2名の研

究員が本プロジェクトに参加し、そしてまた、IATTC本部（米国カリフォルニア州）の研究

者3名がアチョチネス研究所を訪問して、実験を行っている。さらに、IATTC本部所属の3

名の研究者は、太平洋クロマグロの産卵時期に近畿大学を訪問し、太平洋クロマグロに関

する研究を実施している。これらのIATTCの投入は、適切であると思われる。 

近畿大学研究者の派遣が比較的同じ時期に集中したこと以外にも、近畿大学研究者がア

チョチネス研究所を訪問する同じ時期に、IATTC本部研究者もアチョチネス研究所を訪問す

ることが、研究施設及び研究材料の準備調整を困難にするという課題を生じさせている。 

 

４－１－４ インパクト 

インパクトを評価するには時期尚早であるが、中間レビュー調査時点において将来発現が期

待されるインパクトはある。 

 

（1）上位目標の達成見込み（将来） 

上位目標：パナマ海域及びIATTC管轄海域（東部太平洋）におけるマグロ類2種（キハダ及

び太平洋クロマグロ）の科学的知見に立脚した質的規制による資源管理が実施される。 

 

指標：プロジェクト成果（マグロ2種の改良生態情報）に基づき作成された資源管理対策

 

本プロジェクトの研究成果は、キハダ及び太平洋クロマグロの個体群構造のより良い理

解に寄与することが可能であり、また、マグロ資源の変動に影響する主要な要因を特定す

ることにも寄与するものである。本プロジェクトの研究成果が、より良い資源管理のため

の科学的基礎を提供することが期待される。 

 

（2）その他のインパクト 

将来発現するポテンシャルをもつ効果・インパクトとして、以下の2点が挙げられる。 

 

1）科学へのインパクト 

本プロジェクトの研究成果は、学術論文提出や国際会議・国内会議での発表を通じて、

将来、マグロの資源管理と養殖分野における科学の進歩に貢献するであろうと考えられ

る。 

 

2）パナマにおける将来の養殖開発振興に対する貢献 

一般的に、本プロジェクトを通じて得られた知識や技術は、他海洋魚種の養殖におい

ても、高い適用性がある。具体的には、種苗生産、種苗管理、稚魚飼育、飼料開発、海
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上生簀管理、遺伝子解析などの技術分野においてである。これら分野の活動に従事して

いるARAPカウンターパートが、将来、パナマの養殖開発振興に貢献することが期待され

る。 

 

４－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は、以下に述べる理由から高くなるものと予想される。 

 

（1）政策面 

妥当性の項で述べたように、プロジェクトの目的を達成することは、中長期的に、持続

可能な海洋資源管理と養殖開発に寄与するものである。パナマ政府は、これらの分野を重

要事項と認識している。したがって、本プロジェクトの政策面での持続性は確保されるで

あろうといえる。 

 

（2）組織面・技術面 

ARAP及びIATTCは、1985年からアチョチネス研究所で共同研究を実施してきており、ま

た、IATTCは、東部太平洋のマグロ類及びその他の海洋資源の保全と管理に責任をもつ機関

であり、マグロの生態や資源量評価にかかわる研究も行っている。したがって、この共同

研究体制は中長期的に継続する見込みが高い。技術面の持続性を確保するうえでは、関連

の技術・知識を身に付けつつあるカウンターパートが、それぞれの組織内で継続的に勤務

することが基本要件である。 

 

（3）財政面 

ARAP、IATTC、JICAは、第1回JCC会議の際に、本プロジェクトに対する予算配分計画に

ついて合意した。資金面での合意を協調的に順守することが重要である。 

 

４－２ 結 論 

合同中間レビューチームは、プロジェクト活動の進捗がおおむね良好であることを確認した。

プロジェクト活動の結果、当初計画どおり、初期生活史、産卵生態、栄養に関する科学的知見・

情報が、産出されつつある。下表に5項目評価基準による評価結果要約を記載する。 

 

項目 評価 備 考 

妥当性 高い  

有効性 高い  

効率性 やや高い 
海上生簀設置の遅れを挽回する対応が必要。 

産卵停止状況への対応が必要。 

インパクト --- 
まだ評価するには時期尚早。 

将来発現が期待されるインパクトはある。 

持続性 高くなる見込み 
能力強化されたカウンターパートが組織内に残ることが要

件。 
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第５章 科学技術的視点からの評価 
 

５－１ JST国内領域別委員会による評価結果 

JSTでは、開発プロジェクトとしての地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology 

Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）案件の進捗について、下記の評価項目

の観点により評価する。なお、評価については日本側研究者からの報告や現地調査での確認事項

などを、プロジェクトとして行われる研究開発活動について総合的に判断し、本邦にて外部の有

識者による評価会を経て確定する。 

①国際共同研究の進捗状況 

②国際共同研究の運営体制 

③科学技術の発展と今後の研究 

④持続的研究活動等への貢献の見込み 

今回の現地調査では、プロジェクトとして実施する研究項目のうち、特に資源管理を目的とし

たキハダに関する初期生態解明及び養殖技術の開発に係る部分の進捗を把握する貴重な機会となっ

た。 

該当する研究活動の進捗や達成度についてJICAとともにおおむね順調なことが確認できた。プ

ロジェクトは、他の研究開発を基盤としたSATREPSプロジェクトと比較しても、科学技術の発展、

またその成果による日本への裨益が大きく期待されるものであり、JSTとしても、今回のミッショ

ンとして示した提言内容に基づく進捗管理に加え、本成果の取りまとめ、広報、国際的な共同研

究を行うにあたってのコンプライアンス順守（知財管理、資料の持ち出しなどの法順守など）、日

本人研究人材や機関のグローバル化など、今回確認できた事項についてより留意し、プロジェク

ト後半の進捗管理を行いたい。 

 

５－２ 国際共同研究の視点からの現状分析と今後のプロジェクト実施上の課題 

魚類は一般に1匹の雌親が多数の卵を産むが、卵から成魚まで成長し得る割合－生存率－は極め

て低い。マグロ類もその例外ではなく、生存率は0.000001％にすぎない。この生存率を何らかの方

法により上げることができれば、近年枯渇が懸念されているマグロの資源保全に大きく資するこ

とができる。また、養殖技術の改良にも寄与し得る。 

本研究プロジェクトはマグロ類の生存率がなぜ低いのか、いかにして生存率を上げることがで

きるのかに挑戦したものである。マグロ類の生存率が低い要因として、その生育初期において、

共食いや衝突が頻発するためであることが知られているが、その他の要因の関与も推察されてお

り、全容解明にはなお多くの研究が求められている。本研究はマグロ類の生育初期における生存

率が極めて低い要因を科学的に解明するために実施しているが、そのアプローチの特徴は、第一

に産卵生態と初期生活史を、遺伝的要因（G）、環境要因（E）及び栽培要因（M）に識別し、これ

ら3者の相互作用（G×E×M）として把握しようとしている点にある。第二に近縁ではあるが異なる

種であるクロマグロとキハダという2種を生物学的に比較しながら理解を試みている点である。日

本側代表機関である近畿大学はクロマグロの養殖技術において世界の先端にあり、相手側機関で

あるIATTC/ARAPはキハダの通年産卵が可能な地域に立地しており、両者による共同研究は比較優

位性を有している。本プロジェクトの課題遂行には、パナマ研究者にはなじみの薄い研究手法や

技術が少なからず用いられている。例えば、DNAマーカーによる遺伝的近接性の判定技術、生存
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率を確保するための環境制御技術、生簀の設営と管理方法などは、マグロ以外の魚種を対象とし

た研究遂行にも有益な基盤的技術であり、これらの技術移転も進みつつある。 

個々の課題は総じて順調に進捗しており、研究実施期間の半ばにおいて興味深い有益な科学的

知見が幾つか得られており、その一部は既に論文として公表されている。これまでの準備期間を

経て今後はさらに解析が加速するものと期待される課題も少なくない。しかし、本プロジェクト

の大きな特徴である、生存率を規定する三つの要因間の相互作用（G×E×M）についての解明は不

十分である。また、クロマグロとキハダの差異に関しても未知の部分が多く残されている。個々

の課題担当者間の情報交換や必要な協働により、生存率の決定機構の全容解明をめざして一層の

取り組みに期待したい。 
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第６章 提 言 
 

＜実施プロセスに関連する提言＞ 

1）プロジェクト専門家間のコミュニケーションの改善 

本プロジェクトでは、三つの研究機関から多数の研究者が関与しており、研究活動のため

に短期派遣ベースでアチョチネス研究所に来訪している。このような研究スタイルにおいて

は、適時に関係者が集まっての議論の場を設けることが困難であることから、特に研究計画

段階における電子メールを用いたコミュニケーションが必要不可欠である。しかしながら、

このようなコミュニケーションの方法では、その効率性は各研究員の能力によって異なり、

言語の壁が存在するのも事実である。そのため、以下の項に挙げる改善手段をもって各研究

員はコミュニケーションの改善に努力することを提言する。 

 

2）研究コーディネーター（Research Coordinator：RC）の配置 

研究機関間の円滑な意思疎通と研究活動の調整を図るために、各機関がRCを任命すること。

RCは、所属する機関内での研究活動の取りまとめを行い、他機関と合同での研究活動を円滑

に行うための他機関との議論・調整を行う。また、研究者個人間のコミュニケーションがう

まく進められていない場合には、コミュニケーションの促進を担う。 

 

3）研究者間の情報共有 

本プロジェクトでは、研究課題ごとに3グループに分かれて研究を実施している。情報の共

有は同じグループ内に限定されがちであることから、グループ内外での情報共有を円滑化す

るために、インハウスセミナーやワークショップ等のイベントを積極的に開催すること。 

 

4）研究活動計画の効果的な立案 

研究活動のなかには、生餌の準備など、アチョチネス研究所での活動を開始する前に十分

な準備期間を必要とするものも多い。一方で、ARAP所属の研究員は各所属先からアチョチネ

ス研究所に出張するための申請を、活動開始30日前には行う必要がある。そのため、アチョ

チネス研究所での活動開始前の事前準備は現地での活動の質を上げるためだけでなく、ARAP

所属の研究員の現地活動実施のためにも重要である。 

事前の研究計画立案には、早い段階から研究計画や準備作業等に関する情報を可能な限り

文書化し、共通理解の確認を促すことが重要である。 

 

5）日本での研究員受入計画の立案 

上記4）で記載した事前の計画立案と計画の文書化は、日本における研究員受入れにおいて

も重要である。派遣前に文書化された研究計画を基に議論を進めることは、日本での研修の

質を上げることにつながる。日本での研修の質を確保するために、各研修において監督役を

設定することをあわせて提言する。 

 



 

－26－ 

＜プロジェクト運営上の提言＞ 

6）ARAPにおけるプロジェクト運営管理サポート要員の配置 

ARAP本庁においてプロジェクト運営に係る各種申請・許認可手続きを支援するサポート要

員（連携調整官）を配置すること。 

 

7）ARAP所属研究者の継続的な配置 

ARAP所属の研究者はプロジェクト活動実施において重要な役割を担っていることから、プ

ロジェクト期間後半においても継続的にカウンターパートを配置すること。 

 

8）プロジェクト広報の重要性 

本プロジェクトの重要性をパナマ・日本両国内で広めるため、広報活動により一層取り組

むこと。また、マグロ類は地域共有資源であることから、本プロジェクトで蓄積される知見

を国際セミナー等の機会を通じて広く共有することも重要である。 

 

9）プロジェクト運営資金の継続的な拠出 

ARAP、IATTC、JICAはJCCにおいて決定されたプロジェクト運営資金の拠出を継続的に行

うこと。 

 

10）プロジェクト供与機材の管理体制の改善 

本プロジェクトでは、さまざまな研究資機材が供与されている。今回の中間レビューにお

いて、資機材が一部紛失していることが確認されたことから、今後そのような事態が生じな

いよう、また、供与機材が長期間使用できるよう管理体制を改善すること。 

 

11）キハダ親魚の産卵停止に関する対応 

キハダ親魚の産卵停止が継続しているが、2014年4月には海水温が上昇し、産卵が開始され

ると推測されている。一方で、2014年4月以降も産卵が停止した場合、関連するプロジェクト

活動に大幅な遅れが生じ、プロジェクトの成果達成に影響を及ぼすと考えられることから、

2014年4月を時期的なめどとして抜本的な対応策を検討すること。 

 

12）生簀の導入とその管理体制 

生簀の導入が計画より遅れているが、この導入はプロジェクト活動上重要なコンポーネン

トの一つである。生簀の導入後は、3～4名の技術職員がその管理にあたることが求められる

ため、ARAPは職員の任命を行うことを提言する。 

 



 

－27－ 

第７章 団長総括 
 

本案件で期待される研究成果には、クロマグロ・キハダの資源構造の解析や初期生残率に影響

を及ぼす環境要因の解明などが含まれるが、こうした情報は、資源管理方策の精緻化や資源動向

の予測精度向上につながる重要な科学的根拠となることから、本案件の研究はマグロ資源の持続

的利用という観点においても意義の高い活動といえる。 

研究に従事する日本側関係機関は、クロマグロ研究において既に顕著な実績を残している大学

であり、また、地域漁業機関として唯一独自の研究機能を有しているIATTCの支援体制も確保され

ていることから、試行錯誤の振り幅の小さい、要所を押さえた研究活動が行われているとの印象

をもっている。レビュー調査の結果においても、プロジェクト前半における活動は、全般的に良

好に進捗し、研究成果の蓄積も順調に進んでいると判断された。 

他方、プロジェクトの実施体制に関しては、3機関計40名を超える関係者が、3分野に分かれて

研究を実施する案件ゆえに、分野間/研究者間におけるコミュニケーションの円滑化と合意形成・

意思決定プロセスを明確にする必要性が確認された。通常の技術協力プロジェクト案件において

は、作業委員会など実務レベルで情報共有や協議を行う機会を設けることで運営改善を図るのが

一般的なアプローチであるが、本プロジェクトでは、こうした既設の小委員会が必ずしも有効に

機能していなかった。複数の専門家が長期的に現地滞在し、先方関係者との事務レベルでの顔合

わせの場を機動的に用いることができる場合には、「作業委員会」的な仕組みが運営管理上の有効

なツールとなり得ると考えられるが、本案件のように、関係者の現地滞在が短期間かつ年に数回

程度である場合には、こうした仕組みが必ずしも有効に作用しないようである。 

そこで、本案件では「研究コーディネーター（RC）」を配置することで、状況改善への工夫を試

みる予定である。今後は、各研究者が研究計画や必要な準備作業など重要な協議項目をまず文書

化し（文書化は言語バリアへの有効な対応策でもある）、RCと共有することになる。こうした情報

を基に各機関のRCが必要な調整協議を行う。これまでは、研究者間で個人レベルのコミュニケー

ションが円滑に行われない事例も生じていたが、こうした場合も、両機関のRCが間に入って意思

疎通を促進することが可能となる。 

実施体制に関するもう一つの懸念事項としては、キハダ親魚の産卵停止が挙げられる。アチョ

チネス研究所における産卵停止は、過去17年間に12回程度発生しているが、その期間はいずれも

短期（30日程度、最大で98日）であったことに比べ、今回の停止期間は270日とこれまでに例のな

い長期間続いている。例年であれば、季節的に水温が上昇する4月に、産卵が誘発される可能性が

最も高くなることから、それまでは対症療法的な方策（i.e.親魚数の増加）による対応で様子見す

ることになるが、調査団としては、4月を重要な意思決定を行う目安の時期とし、この時点で依然

として産卵が行われなかった場合には、抜本的な改善策（例えば、ホルモン打注）を検討し、速

やかに実施に移すよう提言を行った。 

中間レビューの調査結果を踏まえると、本案件は、社会実装につながる有益な成果の発現を見

込める案件であると判断されることから、プロジェクト後半においても、「優良案件」としての基

盤をさらに強化する活動を期待したい。 

近年、マグロ類の資源状態は、世界的に悪化傾向が顕著になってきており、国際的にも資源管

理の重要性が高まっている。こうした状況は、マグロの主要生産国・消費国としてのわが国の責

任が問われていることを意味すると考えられることから、本案件の実施を通じて、マグロ類資源
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の持続的管理へ重要な貢献を行っていることは、国内外において積極的に広報するに値する活動

であると思料する。 
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